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Ⅰ.本資料の目的 

1. IASB は、2015 年 5 月に公開草案「財務報告に関する概念フレームワーク」

（以下「概念 ED」という。）を公表した。本資料は、第 3 章「財務諸表と報

告企業」の概要を説明するとともに、コメントの方向性について議論を行

うことを目的としている。 

 

Ⅱ.概念 ED の概要 － 財務諸表の役割 

概念EDの概要 

（財務諸表の役割） 

2. 概念 ED の第 1 章及び第 2章は一般目的財務報告書を論じており、第 3 章以

降は一般目的財務報告書のうち最も重要な形態である財務諸表に焦点を当

てている。そのため、概念 ED の第 3 章では、まず一般目的財務報告書と一

般目的財務諸表の関係が整理されている（3.2 項）。 

提案の内容 

3. そのうえで、概念 EDの第 3章では、財務諸表の構成要素（3.3 項）、財務諸

表の目的（3.4 項）、財務諸表の構成（計算書と財務諸表注記）（3.6 項）、

認識及び認識の中止（3.6 項）、測定（3.7 項）、表示及び開示（3.8 項）な

どについて説明されている。ただし、この章では詳細について記載されて

おらず、それぞれ関連する各章を参照する形とされている。 

4. 財務諸表を作成する視点については、「投資者、融資者又は他の債権者の特

定の集団の視点からではなく、企業全体の視点から作成される」とされて

いる（3.9項）。 

5. 前項の財務諸表を作成する観点については、現行の概念フレームワークに

関する結論の根拠（BC1.8項）に整合的であるとされている（BC3.3 項）。 

提案の背景 

BC1.8 公開草案へのコメント提出者の一部は、報告企業は持分投資者あるいは当該

持分投資者の部分集合と別個のものではないと述べた。この見解は、大部分の事業が個人

事業及び組合で、事業の過程で生じた負債について無限責任を負う所有者によって経営さ

れていた時代に起源を有するものである。時代とともに、事業と所有者との分離が進行し
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た。今日の事業の大多数は、組織の法的形態、多数の有限責任投資家、所有者とは別個の

職業的経営者などにより、所有者とは別個の法的実体を有している。したがって、当審議

会は、財務報告はこの分離を会計処理によって反映すべきで、それは企業（並びにその経

済的資源及び請求権）の会計処理によってであり、主要な利用者及び彼らの報告企業に対

する持分の会計処理によってではないと結論を下した

なお、この観点を採用することは、IASBが負債と持分との間の区別を設け

るべきではないと考えていることを含意するものではないとされている

（BC3.3項）。 

。 

（継続企業の前提） 

6. 概念 ED は、「報告企業が継続企業であり予見可能な将来にわたり営業を継

続する」ことを前提としており、「企業には清算又は営業停止を行う意図が

なく、その必要もない」と仮定している。清算又は営業停止を行う意図又

は必要性が存在する場合には、「財務諸表を異なる基礎で作成しなければな

らない可能性があり、その場合には、使用された基礎が財務諸表において

開示される」とされている（3.10 項）。 

提案の内容 

7. 前項の提案は、現行の概念フレームワークから引き継いだものである。た

だし、「事業の規模を大幅に縮小する」という文言を「営業停止」に置き換

えている。この変更は、IAS 第 1 号「財務諸表の表示」及び IAS 第 10 号「後

発事象」で使用している用語と合わせるためである（BC3.4 項）。 

提案の背景 

概念DPに対するASBJコメントとその対応 

8. ディスカッション・ペーパー「財務報告に関する概念フレームワークの見

直し」（以下「概念 DP」という。）では、概念 ED の第 3 章における財務諸表

の役割に対応する記載はなかった。 

9. なお、IASB から 2008 年 5月に公表された討議資料「財務報告の概念フレー

ムワーク改訂案に関する予備的見解 報告企業」に対して、ASBJは別紙のコ

メントを寄せている。 

概念EDにおける質問項目 

10. 財務諸表の役割に関する提案について、質問項目は設けられていない。 

EFRAG の公開協議文書における分析 

11. 財務諸表は、投資者、融資者又は他の債権者の特定の集団の視点からでは

なく企業全体の視点から作成されるという点について、以下の理由から概

念フレームワークにおいてさらなる説明を行うのが有益と考えている。 
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(1) 子会社の非支配持分は連結財務諸表にそれほど興味がない一方、親会

社の株主は連結財務諸表から便益を得ることができる。この点、EFRAG

は、財務諸表を利用する可能性が高い特定の種類の利用者を考慮して

基準を開発すべきと考えている。 

(2) 経営者の受託責任（stewardship）の評価や負債と資本の区分など、い

くつかの種類の情報については、所有主概念によるアプローチ

（proprietary approach）の方が概念 ED で提案されている実体概念に

よるアプローチ（entity approach）よりも有用と考えている。 

分析 

12. 概念 ED の 3.9 項は、以下のいずれの観点について記載しているか必ずしも

明確でないと考えられる。そのため、ここではそれぞれの観点に基づいて

分析を行う。 

(1) 企業実体の公準 

(2) 連結財務諸表を作成する視点 

13. 1 つの読み方としては、概念 ED の 3.9 項は企業実体の公準について定めて

いるというものである。企業実体の公準は、企業者所有主の財産と一体と

して捉えられるものではなく、所有主から区分された独立した存在である

ことを意味している。現行の概念フレームワークの BC1.8 項は現行の概念

フレームワークは企業実体の公準を採用していることを意味しており、概

念 ED の結論の根拠では、3.9 項は現行の概念フレームワークの BC1.8 項と

整合的とされている（BC3.3 項）。 

14. もう 1 つの読み方は、概念 ED の 3.9 項は、上述の企業実体の公準は所与と

して捉えたうえで、連結財務諸表を作成する視点について記載していると

いうものである。この連結務諸表を作成する視点については、連結主体論

に関する議論に関連していると考えられる。 

15. 連結主体論については、バクスターとスピニーによる整理が参考になると

考えられる。バクスターとスピニーは、以下の 4 つの連結基礎概念を挙げ、

それぞれに対応する連結ルールを整理している。 

(1) 所有主概念：資本会計における所有主概念（proprietary perspective,

企業の資産と負債は所有主に帰属する。）を連結会計に適用したもので

ある。子会社の資産・負債のうち、間接的に親会社株主に属していると

考えられる部分のみが連結の対象とされる。 
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(2) 親会社概念 ：親会社は子会社の正味資産に対して包括的な請求権を有

しているのに過ぎないのに対して、子会社の個別資産・負債の一部を切

り抜いて親会社の株主持分に対応しているかのように考える所有主概

念への批判から生じた考え方である。 

(3) 拡張親会社概念：親会社概念に、実体概念の特徴の一部を取り入れよう

という考え方である。 

(4) 実体概念：資本会計における実体理論（entity perspective, 資産及び

負債は企業に帰属しており、会計の記録や測定は経営組織としての企業

の観点から行われる。）を連結会計に適用したものである。 

16. 前項に記載した 4 つの連結基礎概念に対応する連結ルールは以下のとおりに

なるとされている。 

 所有主概念 （拡張）親会社概念 実体概念 

被投資企業の

資産・負債 

投資企業の持分比

率を連結 

全部を連結※ 

 

全部を連結 

のれん 投資企業の持分比

率相当額を計上 

投資企業の持分比率

相当額を計上 

投資企業の持分比率

相当額のみならず、少

数株主の持分比率相

当額も計上 

少数株主損益 表示しない 損益計算書上の控除

項目として表示 

留保利益計算書上の

控除項目 

少数株主持分 表示しない 負債として表示 資本として表示 

※親会社概念では、いわゆる部分時価評価法的な処理が採用され、拡張親会社

概念ではいわゆる全面時価評価法的な処理が採用される。それ以外の点は両者

に差異はない。 

17. 仮に概念 EDの 3.9項が連結財務諸表を作成する視点について記載している

と解した場合、「投資者、融資者又は他の債権者の特定の集団の視点からで

はなく、企業全体の視点から財務諸表を作成する」としているため、所有

者概念及び（拡張）親会社概念とは整合せず、上記の実体概念を提案して

いると考えられる。 

18. 従来、我が国においては親会社概念が強く支持されてきた。これは、資金

提供者のうち最終的なリスクを負担する株主は最も多くの情報を必要とし

ており、親会社の株主が必要とする情報を提供することにより、それ以外

の利用者の要求は基本的に満たされると考えられるためである。この観点

を重視した場合には、実体概念を提案している概念 ED の 3.9 項に反対し、

親会社概念を主張することが考えられる。 
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19. ただし、実体概念を採用したとしても、親会社株主に対する情報を追加し

て提供することが否定される訳ではないと考えられる。実体概念は、すべ

ての資金提供者に有用な情報を提供することを財務報告の目的としている

ため、親会社概念よりも幅広く焦点を当てているが、そのことは実体概念

において親会社株主の情報ニーズを無視していることを意味していないと

考えられる。 

20. このことは、現行の概念フレームワーク OB8 及び概念ED 1.8 項においても

「IASBは、財務報告基準を開発するにあたって、主要な利用者の最大多数

のニーズを満たす情報セットを提供することを目指す 1

コメントの方向性 

。しかし、共通の情

報ニーズに重点を置くことは、報告企業が主要な利用者の中の特定の集団

に最も有用となる追加的な情報を含めることを必ずしも妨げない。」とされ

ていることと整合している。実際、個別基準においてIAS第 33号「1株当た

り利益」のように親会社株主を重視した情報提供をしている場合がある。 

21. 本資料の第 13 項のとおり、概念EDの 3.9 項が企業実体の公準について記載

していると解した場合、企業が所有者から区分されて実体があるという点

には異論がないため、内容的には支持できると考えられる。その場合、概

念EDの 3.9 項が企業実体の公準について記載していることが明確になるよ

うな修文を提案することが考えられる 2

22. 一方、本資料の第

。 

14 項のとおり、概念 ED の 3.9 項が連結財務諸表を作成

する視点について記載していると解した場合、コメントの方向性としては

以下の 2 つが考えられる。 

（案 1）親会社概念を主張することとして、実体概念を提案している概念

ED に反対する。 

（案 2）実体概念には反対しないが、その場合においても親会社株主のニー

ズを反映する情報を追加的に提供すべき状況が存在する旨を追記する。 

                                                   
1 この理由について、現行の概念フレームワーク BC1.18 項では、「公開草案へのコメント提出者の

うち、主要な利用者グループの構成を支持した人々の一部は、投資者、融資者及び他の債権者は情

報ニーズが異なることから、当審議会は主要な利用者のヒエラルキーを設けるべきだと提案した。

しかし、当審議会は、個々の利用者の情報ニーズや要望は、報告企業に対して同じ種類の利害を有

する他の利用者と異なっていたり、場合によっては相反したりするかもしれないことに着目した。

一般目的財務報告書は、利用者に共通の情報を提供することを意図したものであり、情報に対する

すべての要請に対応できるものではない。当審議会は、利用者の最大多数のニーズを費用対効果の

高い方法で満たすことを意図した情報セットを追求する。」と説明されている。 

2 具体的には、3.9 項の「投資者、融資者又は他の債権者の特定の集団の視点からではなく」とい

う文言は、企業実体の公準の文脈と関連しないと考えられるため、この文言を削除したうえで、

企業実体の公準を意味していることが理解できるように文言を見直すことが考えられる。 
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23. （案 1）は、本資料の第 18 項に記載した理由に基づいて親会社概念を支持

するものである。この場合、「財務諸表の作成に当たっては、原則として、

最終的なリスクを負担し、最も多くの情報を必要とする株主に焦点を合わ

せるべき

24. 一方、（案 2）は、本資料の第

であり、これによって、それ以外の利用者の要求も満たされる可

能性が高い。」という旨を記載すべきとコメントすることが考えられる。 

19 項及び第 20 項に記載した分析に基づき、

概念EDにおける企業全体の視点から財務諸表が作成される旨の記載を残し

たまま、「親会社株主が最終的なリスクを負担していることから、親会社株

主のニーズを反映するように情報を追加的に提供すべき状況が存在する

25. 本委員会の段階では事務局として方向性は出しておらず、いずれの案を採

用すべきかご意見を頂戴したい。 

」

という旨を追記すべきとコメントすることが考えられる。 

 

ディスカッション・ポイント 

財務諸表の役割に関する概念 EDの提案及びコメントの方向性につい

て、ご質問やご意見があればお伺いしたい。 

 

Ⅲ.概念 ED の概要 － 報告企業 

概念 ED の概要 

（経緯） 

26. IASB は、2010 年に FASB と共同で報告企業公開草案を公表した。報告企業

公開草案に対するコメントを受け取っていたため、概念 DP では、報告企業

についてのそれ以上の議論は記載していなかった。 

（報告企業の定義） 

27. 概念 ED は、「報告企業とは、一般目的財務諸表の作成を選択するか又は要

求される企業である。」と定義されている（3.11 項）。また、報告企業は、

必ずしも法的な企業ではなく、企業の一部分であったり、複数の企業であ

ったりすることもあり得るとされている（3.12 項）。 

提案の内容 

28. 報告企業公開草案では、報告企業及びその特性を以下のとおり記述していた。 

提案の背景 
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RE2  報告企業とは、経済活動の画定された領域であって、その財務情報

が、企業への資源の提供に関する意思決定及び当該企業の経営者と統治機

関が提供された資源を効率的かつ効果的に利用しているかどうかの評価に

必要な情報を直接入手できない、現在の及び潜在的な持分投資者、貸手及

びその他の債権者にとって有用となる可能性のあるものをいう。 

RE3  報告企業は 3 つの特性を有する。 

(a) 企業の経済活動が行われているか、行われたか又は行われる予定であ

る。 

(b) それらの経済活動が、他の企業の経済活動や、当該企業の存在してい

る経済環境と客観的に区別できる。 

(c) 当該企業の経済活動に関する財務情報が、当該企業への資源の提供に

関する意思決定及び当該企業の経営者と統治機関が提供された資源を

効率的かつ効果的に利用しているかどうかの評価に、有用となる可能

性がある。 

これらの特性は、報告企業を識別するための必要条件であるが、必ずしも

十分条件ではない。 

29. この点、報告企業公開草案に対して、IASB には誰が一般目的財務諸表を作

成しなければならないか又は作成すべきかを決定する権限はないというコ

メントが多く寄せられたため、概念 ED では本資料の第 27 項のとおり定義

することが提案されている（BC3.9 項）。 

（報告企業の境界） 

30. 概念 ED では、「財務諸表は、報告企業の境界内にある 1 組の経済的活動か

ら生み出された資産、負債、持分、収益及び費用に関する情報を提供する」

（3.13 項）とした上で、(1)直接支配のみ、(2)直接支配と間接支配の両方

のいずれかを用いて報告企業の境界を決定することが可能であるとされて

いる（3.14 項）。 

提案の内容 

31. ここで、直接支配のみを境界の基礎としている報告企業の財務諸表を非連

結財務諸表と呼ぶ一方、直接支配と間接支配の両方を境界の基礎としてい

る報告企業の財務諸表を連結財務諸表と呼んでいる（3.15 項）。 

直接支配のみ 

32. 概念 ED では、非連結財務諸表において、親会社は、(1)親会社が直接的に

支配している経済的資源と(2)親会社に対する直接の請求権についてのみ

報告するとされている。この場合、被支配企業（子会社）に対する投資は
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資産として報告される。（3.19 項） 

33. この点に関して、概念 EDでは、以下の理由から、親会社が直接的に保有す

る経済的資源を子会社が保有しているものと区別することにより、財務諸

表利用者に有用な情報が提供される可能性があるとされている（3.20 項）。 

(1) 親会社の投資者、融資者及び他の債権者に対するリターンは、親会社

への将来の正味キャッシュ・インフローに依存する。親会社の融資者

及び他の債権者は、子会社に対する請求権を有していないことが多い。 

(2) 一部の法域では、親会社が発行する株式の保有者への配当が親会社の

分配可能利益に依存している。 

直接支配と間接支配の両方 

34. 概念 ED では、連結財務諸表において、(1) 親会社が直接的に支配している

経済的資源及び子会社の支配を通じて間接的に支配している経済的資源と

(2) 親会社に対する直接的な請求権及び子会社に対する請求権を通じての

親会社に対する間接的な請求権について報告するとされている（3.21 項）。 

35. 親会社の投資者、融資者及び他の債権者に対するリターンは、部分的に、

子会社から親会社への将来の正味キャッシュ・インフローに依存し、当該

キャッシュ・フローは、子会社への将来の正味キャッシュ・インフローに

依存するとして、親会社への将来の正味キャッシュ・フローの見通しを評

価するために、投資者、融資者及び他の債権者は、以下に関する情報を必

要とするとされている（3.22項）。 

(1) 単一の単位としての親会社及び子会社の両方の経済的資源、請求権並

びに経済的資源及び請求権の変動 

(2) 親会社の経営者が親会社と子会社の両方の資源を使用する責任をどれ

だけ効率的かつ効果的に果たしたのか 

36. 前項の理由により、概念 ED では、一般に連結財務諸表は非連結財務諸表よ

りも、財務諸表利用者にとって有用な情報を提供する可能性が高いとされ

ている（3.23 項）。 

37. また、親会社の連結財務諸表は、子会社の財務諸表の利用者に情報を提供

することを意図しておらず、子会社の投資者、融資者及び他の債権者は、

子会社の財務諸表から、子会社の資源及び子会社に対する請求権に関する

情報を求めるとされている（3.24 項）。 
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38. さらに、企業が連結財務諸表の作成を要求される場合に、企業は非連結財

務諸表の作成も選択するか又は要求されることがある。この場合、親会社

が直接及び間接の両方で支配しているすべての経済的資源、並びに親会社

と子会社の両方に対する請求権に関して利用者が必要とする情報を受け取

れるようにするため、非連結財務諸表において、どのようにして利用者が

連結財務諸表を入手できるのかを開示する必要があるとされている（3.25

項）。 

39. 報告企業公開草案では、報告企業の境界は支配によって決定すべきである

と提案していた。この場合、企業が 1 つ又は複数の企業を支配している場

合には、連結財務諸表の作成が求められる。この提案に対して、コメント

提出者の大半は、1 つ又は複数の企業を支配している企業は連結財務諸表を

作成すべきであることに同意した（BC3.10）。そのため、概念 ED において

も支配に基づいて報告企業の境界を定めることが提案されている。 

提案の背景 

（結合財務諸表） 

40. 財務諸表が、互いに親会社・子会社の関係がない複数の企業について作成

されることがあり、概念 ED は、こうした財務諸表は結合財務諸表と呼ばれ

るとされている（3.17 項）。 

提案の内容 

41. 報告企業公開草案では、結合財務諸表が共通支配下の企業に関する有用な

情報を提供するかもしれないと述べていた。コメントした人々の多くは、

この論点の議論を歓迎したが、結合財務諸表の作成を共通支配下の企業に

限定することには反対した（BC3.16）。 

提案の背景 

 IASB は、結合財務諸表が一部の状況では利用者に有用な情報を提供する

可能性があることを認めているため、概念 EDは結合財務諸表の概念を認め

ている。しかし、企業がそれをいつ又はどのように作成できるのかについ

ては、概念フレームワークにおいてではなく、この主題に関する基準レベ

ルのプロジェクトを行う場合に開発するのが最善であろうと結論を下した

ため、その議論は含まれていない（BC3.17 項）。 

概念DPに対するASBJコメントとその対応 

42. 概念 DP では、概念 ED の第 3 章における報告企業に対応する記載はなかっ

た。 
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概念EDにおける質問項目 

43. 報告企業に関する提案について、以下の質問項目が設けられている。 

質問 2――報告企業の境界の記述 

以下に同意するか。 

(a) 3.11 項から 3.12 項における報告企業の記述の提案 

(b) 3.13 項から 3.25 項における報告企業の境界の議論 

賛成又は反対の理由は何か。 

EFRAG の公開協議文書における分析 

44. EFRAG は、報告企業が必ずしも法的な企業ではなく、企業の一部分であった

り、複数の企業であったりすることについて同意している。また、企業が

個別財務諸表（individual financial statements）及び連結財務諸表の両

方を作成できることについても同意している。 

45. 一方、EFRAG は、考え得る状況を認識することなく連結財務諸表が非連結財

務諸表よりも有用な情報を提供すると概念フレームワークに記載すること

に同意していない。これは、異なる利用者は異なるニーズを持っているた

めであり、例えば、融資者は連結財務諸表よりも個別財務諸表（separate 

financial statements）により興味を有するかもしれないからである。ま

た、投資者は、将来の配当に関する期待に合致するかどうかに関する情報

を個別財務諸表において見出す可能性がより高いとされている。 

コメントの方向性 

（連結財務諸表の有用性） 

46. 概念 ED では、一般に連結財務諸表は非連結財務諸表よりも、財務諸表利用

者にとって有用な情報を提供する可能性が高いとされている。 

47. 一般目的財務報告の利用者として投資者（潜在的な投資者を含む。）のみを

想定した場合、親会社の投資者、融資者及び他の債権者に対するリターン

は、部分的に、子会社から親会社への将来の正味キャッシュ・インフロー

に依存し、当該キャッシュ・フローは、子会社への将来の正味キャッシュ・

インフローに依存しているため、非連結財務諸表だけでは親会社への将来

の正味キャッシュ・フローの見通しを評価するのに不十分と考えられ、連

結財務諸表は非連結財務諸表よりも有用な情報を提供すると考えられる。 

48. 一方、一般目的財務報告の利用者として、融資者（非上場企業に対する融

資者を含む。）も含めて考えた場合、親会社の連結財務諸表が非連結財務諸
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表よりも、財務諸表利用者にとって有用な情報を提供するかどうかについ

ては以下の 2つの見解があり得る。 

（見解 1）親会社の融資者及び他の債権者にとって、連結財務諸表は非連結

財務諸表より有用な情報を提供するとは必ずしも言えない。このため、概

念 ED における「一般に連結財務諸表は非連結財務諸表よりも、財務諸表利

用者にとって有用な情報を提供する可能性が高い」という記述に同意しな

い。 

（見解 2）親会社の融資者及び他の債権者にとっても、連結財務諸表は一般

的に非連結財務諸表より有用な情報を提供する。このため、概念 ED におけ

る「一般に連結財務諸表は非連結財務諸表よりも、財務諸表利用者にとっ

て有用な情報を提供する可能性が高い」という記述に同意する。 

49. （見解 1）は、特に非上場企業においては、融資者は、親会社の融資者及び

他の債権者は子会社に対する請求権を有しておらず、子会社から親会社へ

のキャッシュ・フローが主に配当によっているような状況では子会社が保

有しているキャッシュを原資として融資者に返済することを必ずしも期待

できないため、連結財務諸表が有用であるとは言えない場合があると考え

るものである。 

この（見解 1）を採用する場合、連結財務諸表は非連結財務諸表より有用

な情報を提供するとは必ずしも言えないと考えられるため、概念 ED の提案

に同意しないことが考えられる。 

50. また、報告企業の定義が「一般目的財務諸表の作成を選択するか又は要求

される企業」とされていることを考えると、連結財務諸表や非連結財務諸

表の作成を要求すべきかどうかは規制当局が決定すべき事項と考えられ、

概念フレームワーク及びIFRSの個別基準が要求すべき事項ではないと考え

られる。この場合、IFRS第 10 号「連結財務諸表」における一定の場合 3

                                                   
3 IFRS 第 10 号では、以下の場合を除き、親会社である企業は連結財務諸表を表示しなければなら

ないとされている。 

を

(a) 親会社は、次の条件のすべてを満たす場合は、連結財務諸表を作成する必要がない。 

(i) 親会社が他の企業の100％子会社であるか、又は他の企業の100％未満の子会社であり、

他の所有者（それ以外では議決権が与えられない者も含む）が、親会社が連結財務諸

表を表示しないことを知らされていて、それに反対していないこと 

(ii) 親会社の負債性又は資本性金融商品が、公開市場（国内又は外国の株式市場又は店頭

市場、ローカル及び地域市場を含む）で取引されていないこと 

(iii) 親会社が、財務諸表を証券委員会その他の規制機関に公開市場で何らかの種類の証券

を発行する目的で提出しておらず、提出する過程にもないこと 

(iv) 親会社の最上位の親会社又はいずれかの中間親会社が、IFRS に準拠した公表用の連結

財務諸表を作成していること 

(b) IAS 第19号「従業員給付」が適用される退職後給付制度又はその他の長期従業員給付制度 

(c) 投資企業は、本基準の第31項に従って、子会社のすべてを純損益を通じて公正価値で測定す

ることを要求されている場合には、連結財務諸表を作成する必要はない。 
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除いて連結財務諸表の作成を求める定めについて見直すことになる可能性

がある。 

51. さらに、概念 EDでは、企業が連結財務諸表の作成を要求される場合であり、

かつ、企業は非連結財務諸表の作成も選択するか又は要求される場合にお

いて、非連結財務諸表においてどのようにして利用者が連結財務諸表を入

手できるのかを開示する必要があるとされているが、本資料の第 49 項の状

況では非連結財務諸表の方が財務諸表の利用者に有用な情報を提供できる

可能性があるため、連結財務諸表の入手方法を開示する必要は必ずしもな

いと考えられる。 

このため、概念フレームワークにおいて連結財務諸表の入手方法の開示

について定めを設ける必要はないと考えられ、連結財務諸表の入手方法に

関する開示の要否は、各国の制度において定めればよいと考えられる。 

52. 一方、（見解 2）は、次のような考え方によるものである。 

(1) 財務諸表が、融資者の債権者保護のために利用されることを想定した

としても、親会社は子会社を支配しており、子会社の財務業績や財政

状態が親会社の融資者及び他の債権者に対するキャッシュ・フロー（債

務の返済に必要なキャッシュ・フロー）に影響を与えるものであるこ

とを踏まえると、当該親会社の連結財務表による方が非連結財務諸表

よりも有用と考えられること 

(2) 親会社が単体として担保に供している資産や保証している負債がある

場合、こうした情報は融資者にとって有用と考えられるが、こうした

情報は連結財務諸表の注記情報として追加的に開示することが可能で

あること 

(3) 「一般に連結財務諸表は非連結財務諸表よりも、財務諸表利用者にと

って有用な情報を提供する可能性が高い」という記述は、契約当事者

間での財務制限条項や配当可能利益の算定という特有の目的において

非連結財務諸表の方が有用であり得ることを否定するものでないほか、

IFRSに準拠して非連結財務諸表を作成することを禁止するものでな

いこと 

53. 本委員会の段階では事務局として方向性は出しておらず、いずれの見解を

採用すべきかご意見を頂戴したい。 

 

（子会社の財務諸表の利用者への情報提供） 
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54. 概念 ED の 3.24 項では、親会社の連結財務諸表は、子会社の財務諸表の利

用者に情報を提供することを意図しておらず、子会社の投資者、融資者及

び他の債権者は、子会社の財務諸表から、子会社の資源及び子会社に対す

る請求権に関する情報を求めるとされている。この内容自体に反対するも

のではないが、概念 ED の 3.9 項の企業全体の視点から財務諸表を作成する

という提案と整合的でないと考えられる。 

55. 概念 EDの 3.9項のとおり企業全体の視点から財務諸表を作成するという考

え方を採用する場合、親会社の株主と子会社の株主は同様に取り扱われる

ことになる。この場合、親会社の連結財務諸表は、子会社の株主の視点も

含めて作成されることになると考えられる。そのため、「親会社の連結財務

諸表は、子会社の財務諸表の利用者に情報を提供することを意図しておら

ず」という表現は、概念 ED の 3.9 項の企業全体の視点から財務諸表を作成

するという提案とは整合していないと考えられるため、3.9 項の記述につい

て本資料における（案 1）と（案 2）のいずれの考え方によるか（本資料の

第 22 項参照）を踏まえつつ、全体として見直しの提案を検討することが考

えられる。 

 

ディスカッション・ポイント 

報告企業に関する概念 ED の提案及びコメントの方向性について、ご

質問やご意見があればお伺いしたい。 

 

以 上 
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別紙  

討議資料「財務報告の概念フレームワーク改訂案に関する予備的見解 報

告企業」に対する ASBJ のコメント 

 

(Q8) 
「連結財務諸表は、親会社株主の観点からではなく、グループ報告企業の観点

から表示すべきだという点に同意するか、同意しない場合、その理由は何か」 

 

我々は、連結財務諸表はグループ報告企業の観点から表示すべきだという点

に同意しない。 
 
（理 由） 

公開草案「財務報告の概念フレームワーク改訂案」 4（以下、「ED」という。）

の第 1 章「財務報告の目的」では、企業主体観を採用し、企業の観点から財務

諸表を作成すべきであると述べている。討議資料「財務報告の概念フレームワ

ーク改訂案に関する予備的見解 報告企業」では、この企業主体観の考え方をグ

ループ報告企業にあてはめ、グループ報告企業の観点から連結財務諸表を作成

すべきことが提案されている。しかし、企業主体観を採用することに問題があ

ることについては、EDの「財務報告の目的」に関するコメントとして述べたと

おりである 5

さらに、グループ報告企業の資本提供者には、親会社株主の他に、子会社の

債権者や株主が含まれている。確かに、財務報告の目的には、彼らに対しても、

資本提供者としての資格において意思決定する上で有用な財務情報を提供する

ことが含まれている。しかし、彼らの資本提供者としての意思決定にとって主

として必要となるのは、当該子会社の将来の正味キャッシュ・フロー創出能力

を判断するのに必要な情報、つまり、当該子会社に関する財務情報であると考

えられ、グループ報告企業の将来の正味キャッシュ・フロー創出能力は、彼等

の意思決定を行う上での関連性は薄い。 

。 

連結財務諸表をグループ報告企業の観点から表示するということは、子会社

の債権者、株主が、親会社の債権者、株主と同様にグループ報告企業の財務諸

表の利用者と想定されていることを意味する。しかし、グループ報告企業の財

務情報を最も必要としている親会社株主に焦点を合わせず、グループ報告企業

の財務情報をあまり必要としない関係者まで想定する利用者に含めた結果、グ

ループ報告企業の財務情報を最も必要とする利用者に提供される情報の量を減

                                                   
4 IASB は、2008 年 5 月に討議資料「財務報告の概念フレームワーク改訂案に関する予備

的見解 報告企業」と同時に、公開草案「財務報告の概念フレームワーク改訂案」を公

表している。 
5 次頁において関連する部分を抜粋している。 
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少させることになってしまう。焦点を合わせる対象を広げて、すべてのクラス

の利用者とするよりも、むしろ、その中の最終的なリスクを負担する親会社株

主に焦点を合わせる方が、結果的にそれ以外の財務諸表利用者も含めて、より

容易に財務報告の目的を達成することにつながると考える。 

 

（参考）公開草案「財務報告の概念フレームワーク改訂案」に対する ASBJ のコ

メントのうち、企業主体観に関するコメント 

 

(2)企業主体観を採用することとした論拠についての論理的な誤り 

5. 焦点を合わせる利用者を拡張することと、会計主体観を結びつけて論じるこ

とは誤りである。 

会計主体観(accounting point of view)は誰の立場から会計をみるか、すなわ

ち誰の観点から財務諸表を作成するかという問題であり、利用者の立場を問題に

しているのではない。所有主観は、所有主の観点から財務諸表を作成するもので

あり、企業主体観は、企業の観点から財務諸表を作成するものである。したがっ

て、焦点を合わせる利用者を投資者（リスク資本の提供者）（IASB FW para.10）

からすべての資本提供者に拡張することと、財務諸表を誰の観点から作成するか

（会計主体観）とは全く論理的な関係がなく、これを結びつけて論じること（OB5）

は、そもそも誤りである。 

 

6. 企業実体の公準から、特定の会計主体観を導くのは誤りである。 

学界で広く認められている会計公準の１つに、企業を所有主（株主）から独立

した存在として捉える企業実体の公準がある。この公準も、会計主体観とは全く

関わりはない。つまり、所有主観であれ、企業主体観であれ、企業実体の公準に

ついては当然の前提とされているのである。この点についても、ED は企業実体

の公準と会計主体観とを混同する誤りを犯している（BC1.12-1.15）。 

 

(3)企業主体観を持ち出す意義と弊害 

7. 貸借対照表の貸方を最終的に負債と資本に区分するのであれば、企業主体観

を持ち出す意味はない。 

ED では、一般目的財務報告の目的は、現在ならびに潜在的な持分投資者、貸

付者およびその他の債権者が、資本提供者として彼らの資格において意思決定す

る際に有用な報告企業に関する財務情報を提供することにある(OB2)、とされて

いる。そこでは、資本提供者として負債と資本の同質性が強調されており、両者

を併せて資産に対する請求権として捉えられている(OB6)。 
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しかし、他方では、請求権を負債と資本に区分することが暗示されている

（OB15、構成要素の定義のフェーズでの議論）。最終的に請求権を負債と資本に

区分するのであれば、企業主体観を持ち出すことは混乱を招くだけであり、意味

はない。 

 

8. 構成要素の定義のあり方に大きな影響を及ぼす企業主体観の採用を、構成要

素のあるべき定義の検討と無関係に決めてしまうことには弊害がある。 

会計主体観は、所有主観であれ、企業主体観であれ、本来、その中に構成要素

の定義を内包した概念であり、それぞれの概念から会計処理も論理的に導かれる

ことになる。ここでは、仮に、このように学界で広く共有されている本来の企業

主体観を採った場合に生ずる問題点を指摘しておきたい。 

企業主体観においては負債と資本がともに請求権であるという点で同質であ

って、これが、資産に対置されることになる。企業主体観の下においては、負債

と資本の違いはせいぜいリスク負担の程度の違いに過ぎず、負債と資本を区別し

なければならない必然性はないことになる。財務諸表の目的のフェーズにおいて

企業主体観を採ることは、そのこと自体が財務諸表の構成要素の定義に影響する

ことになる。この点を考慮することなく、焦点を当てる財務諸表の利用者を拡張

したついでに企業主体観を採るならば、財務報告の目的と構成要素の定義との間

に概念上の不整合を招来する可能性がある。 

 

9. 企業主体観は、現行の資産負債アプローチと相容れず、その採用により現在

行われている会計処理に様々な影響が出る可能性がある。そのような影響を考

慮することなく、企業主体観の採用を決定すべきではない。 

資産と負債とがそれぞれ独立して認識される資産負債アプローチと異なり、企

業主体観の下では、請求権（OB15 では、さらに負債と資本に区分することが想

定されている。）は、資産に依存している。経済的資源である資産の方は独立に

決定されるが、請求権は資産に対置されるのであって、請求権自体が資産と無関

係に決まってくるのではない。この点が資産負債アプローチと企業主体観とで大

きく異なる点である。 

したがって、資産除去債務のように、将来の経済的便益の犠牲がまず認識され、

それに対応する資産を計上するような項目については貸借対照表に計上する論

拠を失うことになる。このように、企業主体観においては請求権（やその一部で

ある負債）が経済的資源たる資産と独立に決定され得ないので、現行の資産負債

アプローチによる場合よりも、計上される負債の範囲が縮小する可能性がある。 

さらに、企業主体観を採るならば、利益は請求権の変動（資本提供者との直接

的な取引による変動を除く）として定義されるはずであるが、資産総額に変動が
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なく、したがって請求権の総額に変動がない場合には、たとえ、現状で損益が認

識されるような貸借対照表の貸方内で振替えが行われる取引が行われても、もは

や論理的には会計上、損益を認識することはできなくなる。 

 

以 上 
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